
緊急医師確保対策（平成１９年５月政府・与党）の進捗状況について

項目 内容 進捗状況 

１．医師不足地域

に対する国レベ

ルの緊急臨時的

医師派遣システ

ムの構築 

 医師不足地域に対し、都道府県

からの求めに応じ、国レベルで緊

急臨時的な医師の派遣を行う体制

を整備する。上記の実施に伴い、

規制緩和等の所要の措置を講じ

る。 
 

○ 国レベルの緊急臨時的医師派遣システムによる医師派遣として、１９年６月

に６カ所への派遣、同１０月に２カ所への派遣を決定 
○ ２０年１月に全国の産科医療機関における分娩の休止・制限の予定に係る実

態調査を行い、支援が必要な７事案について、大学等からの医師派遣等を同３

月に決定 
○ 国立病院機構から医師不足の自治体病院へ医師を派遣した場合に、地方公共

団体から国立病院機構が一定の費用負担を受けることができるよう所要の施行

規則を改正（１９年７月施行） 

２．病院勤務医の

過重労働を解消

するための勤務

環境の整備等 

①病院勤務医の過重な労働を解消

するため、交代勤務制など医師の

働きやすい勤務環境の整備、医師、

看護師等の業務分担の見直し、助

産師や医療補助者等の活用を図

る。 
 

○ ２０年度予算において交代勤務制等の導入を支援するための補助事業等を創

設 
○ 医師が行っている業務のうち、看護師や事務職員等が現行法令の下で実施す

ることが可能なものを提示（１９年１２月通知。２０年３月に各医療機関に要

請） 
○ ２０年度診療報酬改定において病院勤務医対策に１５００億円を充て、産

科・小児科の重点的な評価に加えて、医師事務作業補助者の配置等を評価（当

該措置の活用等による産科・小児科、救急医療の充実を含めた病院勤務医の軽

減を２０年３月に各医療機関に要請） 
○ 国立大学附属病院について、運営費交付金で過重労働の解消や適切な業務分

担の実現に必要な診療支援要員の配置等を支援。 
○２０年度予算において産科を有する病院・診療所における院内助産所・助産師

外来の設置を支援する事業の創設 
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２．病院勤務医の

過重労働を解消

するための勤務

環境の整備等

（続き） 

②また、特に勤務が過重で、深刻

な医師不足の現状にある地域医療

を支える病院への支援を充実す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③さらに、一次救急を含めて地域

医療を担う総合医の在り方につい

て検討する。 

○ ２０年度予算において分娩数が少なく採算が取れない産科医療機関を支援す

る補助事業を創設 
○ ２０年度予算において国や都道府県の決定した医師派遣に協力する病院等の

診療体制の強化等を図るための補助事業の創設 
○ 労働者派遣法施行令等を改正し、労働者派遣法に基づく医師不足地域への医

師派遣を可能とする（１９年１２月施行） 
○ ２０年度予算において、複数の大学病院が連携した医師キャリア形成システ

ム構築を支援することにより、地域の医師不足に貢献する補助事業を創設 
 
○ 関連して、地方再生の観点から、病院等を開設する国立大学法人等が、地方

公共団体の要請に基づき、地方公共団体の住民に対し特別に医療の提供を行う

場合に、当該地方公共団体がその費用を補助することができるよう所要の政令

を改正（２０年３月施行） 
 
○ 総合医・総合科のあり方については、現在、医道審議会医道分科会診療科名

標榜部会において議論を行っている 

３．女性医師等の

働きやすい職場

環境の整備 

①出産や育児による医師等の離職

を防止し、復職を促すため、院内

保育所の整備など女性の働きやす

い職場環境の整備を図るととも

に、 
 
②女性医師の復職のための研修等

を実施する病院等への支援や女性

医師バンクの体制を充実する。 

○ ２０年度予算において病院内保育所の更なる拡充（24 時間保育等の補助額の

引上げなど） 
○ 各医療機関に対して、短時間正社員制度の導入等を要請（２０年３月通知） 
 
 
 
○ ２０年度予算において女性医師の復職のための研修を実施する病院を支援す

る補助事業を新たに創設 
○ ２０年度予算において就業相談機能を充実することにより、「女性医師バン

ク」の体制を強化（１９年１月の創設以来女性医師バンクを通じて就業した医

師は５８名） 
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項目 内容 進捗状況 

４．研修医の都市

への集中の是正

のための臨床研

修病院の定員の

見直し等 

①大学病院を含む医師臨床研修病

院の臨床研修制度の在り方や定員

の見直し等を行うことにより、都

市部の病院への研修医の集中の是

正に取り組む。 
 
 
②また、臨床研修後の専門医に向

けた研修の在り方についても、地

域医療への従事や医師派遣の仕組

みと関連付けて検討する。 

○ ２０年度予算において都市部の臨床研修病院について、医師不足地域での研

修を支援する補助事業を創設 
○ ２０年度予算において医師不足地域等における研修医確保のため、研修プロ

グラム等をＰＲする補助事業を創設 
○ 都市部への研修医の集中是正のための臨床研修病院の定員見直しの実施に着

手 
 
 

５．医療リスクに

対する支援体制

の整備 

 産科補償制度の早期実現や、診

療行為に係る死因究明制度（医療

事故調査会）の構築など、医療リ

スクに対する支援体制を整備す

る。 

○ ２０年１月に産科補償制度の具体案がとりまとめられ、２０年度中に制度を

開始する予定 
○ 診療行為に係る死因究明制度の構築に向けて、２０年４月に第三次試案を示

し、法案化に向けた作業を進行中 
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項目 内容 進捗状況 

６．医師不足地域

や診療科で勤務

する医師の養成

の推進 

①地域や特定の診療科で医師が不

足している現状に対応し、奨学金

を活用して都道府県が定める地域

や診療科に確実に医師が配置でき

るための医師養成数の緊急臨時的

な増加を行う。 
 
 

 
 
 
 
 
②さらに、地域の医療に従事する

医師数の増加を図るため、医学部

における地域枠の拡充を図るとと

もに、医師養成総数が少ない県に

おいては、医師の養成数を増加さ

せる。また、臨床医を養成する医

育機関の在り方についても検討す

る。 

○ 医学部の定員削減を定めた平成９年の閣議決定を存続しつつ、医師不足地域

や診療科で勤務する医師の養成のため、前倒しで養成数を暫定的に増員すると

いう考え方の下での医学部定員の増加を決定 
 ・緊急臨時的医学部定員増：各都府県５名（北海道１５名）９年間（公立大学

は１０年間） 
 ・養成数が少ない県の医学部定員増：神奈川県・和歌山県を対象に２０名ずつ

（恒常的措置） 
※ この他１８年８月にも、新医師確保総合対策において医師不足の特に著しい１０県及

び自治医科大学を対象にそれぞれ１０名１０年間の定員増を決定 
※ これらの措置を合わせ、平成２１年度までに最大３９５名の医学部定員増を実施 

○ 緊急医師確保対策及び平成１８年の新医師確保総合対策により、平成２０年

度から１６８名の定員増を実施 
 
○ 大学医学部における地域枠の拡充を要請（１９年度１９大学１６５名。２０

年度３２大学３９３名。） 
※出身地にとらわれず将来、地域医療に従事する意志を有する者を対象とした入学枠を含

む 
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